
１

５億４，５６９

後 期 高 齢 者 医 療 ３２億８，９６８ ３３億１，２６５ ３２億６，４７８

６億２，０７０ ６億２，０７１ ６億２，０７０

簡 易 水 道 事 業 等

農業集落排水事業

１，５１４億５，６７１

６７３億５，４５１ ６４６億３，７９４

３６３億２，３０２

２３４億５，５１６

２，２４４億８，３３８２，２４２億４，２００２，１６０億９，４６５

１億５，１３９ １億５，０６７

１億６，５４８

１，５７７億４，５３７

６６７億３，８０１

３７９億５，４０４

２３８億　　８２１

１，５６８億８，７４９

３８５億５，０２２

２３７億９，３７６

１億６，６７９ １億６，４１３

５億４，３６６ ５億４，３６５

１億２，７５８

平成２３年度高崎市決算の概要について

一般会計・各特別会計歳入歳出決算一覧表

（単位　万円）

区　　　　　分 予　算　額

　平成２３年度の「一般会計」と「各特別会計」の決算は下表のとおりとなりました。
「一般会計」の歳入は、１，５６８億８，７４９万円、歳出は、１，５１４億５，６７１万円
で、歳入・歳出の款別構成状況は、２ページ・３ページのグラフのとおりです。
　なお、表中の各金額は万円未満を四捨五入しているため、計数整理の結果、表内で異同を生じ
ることがあります。

一　　般　　会　　計

決　　　算　　　額

土 地 取 得 事 業

合　　　　  　　　計

歳　　　入 歳　　　出

駐 車 場 事 業

特　　別　　会　　計

国民健康保険事業

介 護 保 険

母 子 寡 婦 福 祉
資 金 貸 付 事 業

９，９４５ １億　　７４９ ４，８９６

牛 伏 ド リ ー ム
セ ン タ ー 事 業

１億　　３３６ １億　　８５６ ８，９９６
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－　２　－

市 税
571億4,945万円

(36.4％）

県支出金 69億8,715万円 (4.5％)

繰入金 46億1,544万円 (2.9％)

地方消費税交付金 35億7,837万円 (2.3％)

使用料及び手数料 25億4,576万円 (1.6％)

分担金及び負担金 18億3,304万円 (1.2％)

繰越金 16億8,299万円 (1.1％)

地方譲与税 14億 899万円 (0.9％)
その他 22億8,279万円 (1.5％)

＊歳入の「その他」は、財産収入、地方特例交付
金、自動車取得税交付金、ゴルフ場利用税交付金、
利子割交付金、交通安全対策特別交付金、配当
割交付金、寄附金、国有提供施設等所在市町村助
成交付金、株式等譲渡所得割交付金です。

【歳 入】

歳 入

1,568億8,749万円

諸収入

276億7,422万円
(17.6％)

市 債
128億5,280万円

(8.2％)

国庫支出金

167億9,239万円

(10.7％)

一般会計歳入・歳出決算額の款別構成状況

地方交付税
174億8,411万円
（11.1％）



－　３　－

民生費
441億3,279万円

(29.1％)

教育費

178億9,029万円

(11.8％)
土木費

193億8,279万円
(12.8％)

商工費
234億8,656万円

(15.5％)

総務費
155億9,789万円

(10.3％)

公債費
123億8,805万円

(8.2％)

歳 出

1,514億5,671万円

◎ 歳入決算額 １,５６８億８，７４９万円（Ａ）
歳出決算額 １,５１４億５，６７１万円（Ｂ）
差 引 額 （Ａ）－（Ｂ）＝ ５４億３，０７８万円

※差引額のうち、翌年度へ繰越すべき財源として、繰越明許費繰越額
７億３５万円を繰越し、さらに財政調整基金へ３２億円積み立て、
残りの１５億３，０４３万円を翌年度への繰越金としました。

【歳 出】

衛生費 101億6,182万円(6.7％)

消防費 43億 212万円(2.9％)

農林水産業費 29億9,321万円(2.0％)

その他 11億2,119万円(0.7％)

＊歳出の「その他」は、議会費、労働費、
災害復旧費です。



２

２２年度 ２３年度
構成比 伸  率 構成比 伸  率

％ ％ ％ ％
1 地 方 税 ５６２億２，４５１ ３５．１ △１．１ ５７１億４，９４５ ３６．４ １．６

2 地 方 譲 与 税 １４億４，４３５ ０．９ △２．７ １４億　　８９９ ０．９ △２．４

3 利子割交付金 １億８，５６１ ０．１ △７．７ １億１，６９３ ０．１△３７．０

4 配当割交付金 ７，８６２ ０．１ ２３．１ ８，９６７ ０．１ １４．１
5 株 式 等 譲 渡
所得割交付金 ２，４３２ ０．０△１５．４ ２，１９０ ０．０△１０．０

6
３５億９，７１０ ２．２ △０．２ ３５億７，８３７ ２．３ △０．５

7
１億７，８８３ ０．１ △７．３ １億５，３４４ ０．１△１４．２

8
３億９，６４９ ０．３△１４．１ ３億　　９５６ ０．２△２１．９

9
５，４３３ ０．０ ０．２ ４，８９１ ０．０△１０．０

10 地方特例交付金 ６億３，６８３ ０．４ △６．３ ５億５，６６０ ０．４△１２．６

11 地 方 交 付 税 １３７億１，０８９ ８．６ １８．７ １７４億８，４１１ １１．１ ２７．５
普 通 交 付 税 １１５億１，０７４ ７．２ ２２．５ １５２億　　３６８ ９．７ ３２．１
特 別 交 付 税 ２２億　　　１５ １．４ １．８ ２２億８，０４３ １．５ ３．６

12
１億　　２２６ ０．１ △２．７ １億　　　４６ ０．１ △１．８

13 分担金・負担金 １３億１，９３５ ０．８ △４．１ １３億７，７８７ ０．９ ４．４

14 使用料・手数料 ５１億　　４４２ ３．２ △６．６ ２９億８，３１７ １．９△４１．６

15 国 庫 支 出 金 １７１億１，８６７ １０．７ １１．１ １６９億７，２６９ １０．８ △０．９

16 県 支 出 金 ９４億８，９３３ ５．９ ７．３ ７０億９，４５１ ４．５△２５．２

17 財 産 収 入 ４億４，０４１ ０．３ １４．９ ６億６，８２２ ０．４ ５１．７

18 寄 附 金 ４，５３４ ０．０１８３．０ ６，７１１ ０．０ ４８．０

19 繰 入 金 ４０億２，２８９ ２．５△２０．３ ４９億７，６６５ ３．２ ２３．７

20 繰 越 金 １３億８，９５４ ０．９△７９．２ １６億８，２９９ １．１ ２１．１

21 諸 収 入 ２６７億７，２００ １６．７ ４．８ ２７１億３，１７３ １７．３ １．３
貸付金元利収入 ２３５億１，９２８ １４．７ ４．８ ２３７億９，１５９ １５．２ １．２

22 地 方 債 １７６億９，４９０ １１．１ ３１．２ １２８億５，２８０ ８．２△２７．４

１，６００億３，０９９１００．０ １．６１，５６８億２，６１１１００．０ △２．０

  普通会計による決算状況

歳　　　　入 （単位  万円）

※普通会計とは、他の地方公共団体（県や市町村）などと比較しやすいように、「一般会計」と
「特別会計のうち公営事業会計以外の会計」を総合してひとつの会計としてまとめ、全国共通の
基準に調整した会計です。

　　　　　年　度
区　分

合           計

交通安全対策
特 別 交 付 金

地 方 消 費 税
交 付 金

ゴルフ場利用
税 交 付 金

自動車取得税
交 付 金

国有提供施設
等助成交付金
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２２年度 ２３年度

構成比 伸  率 構成比 伸  率

％ ％ ％ ％

1 人 件 費 ２３２億７，９４８ １４．９ ２．４ ２１１億　　２４５ １３．９ △９．４

う ち 職 員 給 １３７億８，９５７ ８．８ △１．５ １２９億４，１８７ ８．６ △６．１

2 扶 助 費 ２６５億７，３９０ １７．０ ２８．７ ２７６億８，０８８ １８．３ ４．２

3 公 債 費 １２７億７，５６４ ８．２ △２．４ １３０億　　８７５ ８．６ １．８

4 物 件 費 １７７億５，４１６ １１．４ △０．２ １７８億７，３４２ １１．８ ０．７

5 維 持 補 修 費 １４億１，４９６ ０．９ １．６ １３億６，３１９ ０．９ △３．７

6 補 助 費 等 １５５億２，３５４ １０．０ △２６．９ １５４億７，９６１ １０．２ △０．３

7 積 立 金 １１億２，６６６ ０．７ １４．６ １７億５，４１１ １．２ ５５．７

8 投資・出資金

貸 付 金 ２３５億１，０４３ １５．１ ５．１ ２３７億　　２７７ １５．７ ０．８

う ち 貸 付 金 ２３４億７，２１９ １５．１ ５．２ ２３６億７，０９０ １５．６ ０．８

9 繰 出 金 ９１億１，１６９ ５．８ ４．５ ９６億７，５９２ ６．４ ６．２

10 普通建設事業費 ２４８億７，７５５ １６．０ △０．７ １９５億６，５３２ １２．９ △２１．４

うち補助事業費 ７８億１，９９３ ５．０ １３．９ ４２億８，９２８ ２．８ △４５．１

うち単独事業費 １５８億７，９４６ １０．２ △１２．７ １４６億４，３３７ ９．７ △７．８

11 災 害 復 旧 費 ０ ０・０ 皆減 １億３，０３８ ０．１ 皆増

１，５５９億４，８００１００．０ １．２１，５１３億３，６８１１００．０ △３．０

４０億８，２９９ ― １７．０ ５４億８，９３１ ― ３４．４

（単位  万円）

歳 入 歳 出
差 引 剰 余 金

合      計

歳　　　　出

　　　　　年　度
区　分
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３ 　平成２３年度普通会計による県内他市との比較

※用語の説明

　市債（借金）の償還（返済）の増加に備えるために設置される基金です。

　地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標です。　　　　　　　　　　　　　　　　　

　突発的な災害や緊急を要する経費に備えるために設置された基金です。　　　　

16億4,910 57億2,659

8.9

2億3,965

0.953

68.3 46.4

0.577 0.830

98.8

54億1,269

3,621

減 債 基 金

財政調整基金

財 政 力 指 数

実質公債費比率

　歳入から歳出を差し引いた額を「形式収支」といいますが、この「形式収
支」から翌年度へ繰越すべき財源を差し引いた決算額のことをいいます。

　標準財政規模に対する実質収支の割合で、おおむね３％～５％程度が望ま
しいとされています。

　７０～８０％未満が健全ラインといわれており、比率が高くなるほど財政
運営が硬直化していると考えられます。

実 質 公 債 費 比 率 （ ％ ）

93億9,553 46億1,945

61.2 96.6

0.833 0.762

14億6,522 3,025

将来負担比率

実質収支比率

実 質 収 支

経常収支比率

区 分

将 来 負 担 比 率 （ ％ ）

財 政 力 指 数

実 質 収 支 比 率 （ ％ ）

経 常 収 支 比 率 （ ％ ）

地 方 債 現 在 高 （ 万 円 ）

人 口 （ H24.3.31 ） （ 人 ）

歳 入 総 額 （ 万 円 ）

歳 出 総 額 （ 万 円 ）

実 質 収 支 （ 万 円 ）

1,335億5,743 1,426億3,590

87.8 89.7

1,368億4,767

400億1,438 643億9,600

93.7

9.1 6.4

818億8,333

92.6 89.8

783億　655

15億1,612

6.0 4.3

47億8,896 32億2,935 24億5,012 26億4,534

3.5

1,513億3,681

121,004

436億6,284 681億　999

1,568億2,611 1,404億5,907 461億7,028 709億2,104

212,783200,749

伊勢崎市 太田市

764億6,738

高崎市 前橋市 桐生市

370,781 338,118

88億5,890 30億6,777 76億2,803

17億5,004 2億6,738

11.4 9.3 7.9 9.0

積 立 金

現 在 高

（万円）

　公債費が他の経費を圧迫するような場合には、この基金を取崩して公債費
に充てます。

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく、財政の健全化を
判断する指標の一つで、地方債残高のほか一般会計等が将来負担すべき実質
的な負債の比率で、市町村では、３５０％以上になると財政の早期健全化を
図ることとなります。

　地方債制度の改正により、許可制から協議制に変更されたことで設けられ
た数値で、この比率が１８％以上になると許可団体となります。

　普通交付税の算定に用いる基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た
数値の３ヵ年平均値で、数値が１に近くあるいは１を超えるほど財政力が強
いとされています。

　また、決算剰余金が多いときは積み立て、財源不足時に取り崩すという、
年度間の調整的な役割も果たします。

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

そ の 他

72億9,600
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